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研究成果の概要（和文）：コンテンツ市場における取引の拡大を指向するに際して、コンテンツをショービジネ
ス化することは、当該市場の拡大に寄与する。しかしながら、ショービジネスは無形のサービスであることか
ら、生産と消費が同時に行われるという特徴を備えることになり、このことが取引コストを高くする要因にな
る。一方、生産と消費が同時に行われることはインバウンドの増加に寄与し、円滑なキャッシュレス決済が取引
コストを低くする要因になる。

研究成果の概要（英文）：Transforming content into show business contributes to the expansion of the 
content market. However, as show business is an intangible service, both production and consumption 
happen simultaneously, which raises transaction costs. On the other hand, simultaneous production 
and consumption increases inbound and smooth cashless settlement lowers transaction costs.

研究分野：経営学
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１．研究開始当初の背景 
情報通信技術の進化の影響をコンテン
ツ・ビジネスは強く受け、市場規模を拡大し
てきているが、一方で、デジタル・コンテン
ツであるアニメ、ゲーム、音楽の研究はサブ
カルチャーの文化的側面からアプローチさ
れることが多く、今後が一層期待される日本
の重要な産業であるにも関わらず、経済的側
面からの研究が十分になされてきていない。
そこで、情報通信技術の進化の影響を受けて
いるコンテンツ・ビジネスという視点からア
ニメ、ゲーム、音楽をとらえることによって、
その取引拡大化を達成する枠組みについて、
取引コストの視点から接近しようとするの
が本研究である。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、アニメ、ゲーム、音楽の
取引コスト分析に基づいて、サブカルチャ
ー・コンテンツの取引拡大化を達成するため
の枠組みを明らかにすることである。この目
的が達成されることにより、サブカルチャ
ー・コンテンツの輸出国である日本のコンテ
ンツ産業のさらなる発展を支持するための
取引拡大化要因が明らかになり、実践上の方
向性が示される。 
 
３．研究の方法 
本研究においては、アニメ、ゲーム、音楽
というサブカルチャー・コンテンツの取引に
ついて、取引コスト理論から接近することに
よって、取引を拡大していくうえでの課題を
明らかにするとともに、取引拡大化に向けた
枠組みの提案を行う。本研究目的を達成する
ため、アニメ、ゲーム、音楽といったサブカ
ルチャー・コンテンツの現状に関する調査、
デジタル・コンテンツの取引に関する調査と
いう現状の調査と、アニメ、ゲーム、音楽の
取引を理論的に読み解くための取引コスト
理論研究が両輪となり、本研究の目的に接近
する。 
 
４．研究成果 
アニメ、ゲーム、音楽といったコンテンツ
は、日本において市場を拡大しているのみな
らず、すでに海外においてもその市場を開拓
し拡大しているところである。それらのコン
テンツに関して、近年、顕著に市場を拡大し
ているのが、2 次元で描かれている世界観に
音楽などを加えて、舞台コンテンツとしてシ
ョービジネス化することに成功している、
2.5 次元ミュージカルと呼ばれているショー
に関する市場である。この市場においては、
必ずしもアニメ等のファンだけが顕在的に
顧客となっているわけではなく、ミュージカ
ルに嗜好のある顧客層も当該市場の顕在的
な顧客として存在している状況にある。当該
ミュージカルの公演総本数も総動員数も
年々増加し、新規の市場として確立されてい
るところであり、ここにおいてサブカルチャ

ー・コンテンツの取引拡大化が見出されると
ころとなる。 
 ミュージカルはショービジネスであるか
ら、無形のサービスに他ならない。無形のサ
ービスであることから、それには生産と消費
が同時に行われるという特徴が備わること
になる。生産と消費が同時に行われる場合に
おいて、その市場を拡大するためには、消費
者が生産の場にアプローチするか、もしくは、
消費者が消費する場に生産の場を創り出す
ことが必要になる。プロダクトライフサイク
ルを踏まえて検討すると、より早期には、消
費者数が少なく、地理的に分散した状況であ
ることが想定されることから、まずは、消費
者からアプローチする状況が求められるこ
とになる。したがって、日本発の当該ミュー
ジカルについて取引拡大化を検討するなら
ば、インバウンドが求められるところとなる。
インバウンドについては、訪日外国人旅行者
数、および、訪日外国人旅行者による消費の
いずれも堅調に推移しており、拡大している
状況にある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 1 訪日外国人旅行者数の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 2 訪日外国人旅行者による消費の推移 



インバウンドに関しては、その需要の取り
込みの促進等を背景として、小売事業者が来
店する外国人のニーズを理解し適切で無理
のない多言語対応環境の整備を進めるため、
経済産業省が 2016 年 3 月に小売業の店内の
多言語表示にかかるガイドラインを策定し
ている。多言語対応環境の整備には一定の投
資が必要になり、当該整備の水準を決定する
に際しては、各小売店における顧客構成を踏
まえることが求められる。これは投資である
から有効活用によって販売業務の効率向上
が導かれるものの、外国人利用者が小売業に
期待するのは、適正価格での商品販売であり、
膨大な費用をかけた多言語対応環境の整備
ではないことから、各小売店はこのことにも
留意したうえでの現在の顧客、将来の顧客に
対応する投資が求められる。 
生産と消費が同時に行われ、生産されたサ
ービスを在庫として保管することができな
いため、当該ミュージカルがショービジネス
としての市場規模を拡大するためには、消費
者である観客が、すでに公演が行われている
既存の公演会場を、より多く訪れることで消
費機会を増やしたり、または、生産者が、サ
ービスを生み出す場である公演場所を新た
に増やし、消費者が新たな公演場所を訪れる
ことによって消費機会を増やしたりするこ
とが求められる。前者に関して、外国人の消
費者による消費を促進する方法のひとつが、
公演の際に、外国語の音声を併用したり、外
国語の文字を併用したりすることである。後
者に関して、外国で増加する需要に応じて消
費機会を増やす方法のひとつが、生産者であ
る特定の演者らが、各会場を訪れて生産活動
を行うのではなく、会場ごとにそれぞれ異な
る演者らが生産活動を行うことである。異な
る演者らが行う生産活動によるショービジ
ネスには、サービスとしての変動性を伴う可
能性がある。しかしながら、当該舞台コンテ
ンツが基づいているアニメ等が世界観を形
成していることから、その遵守によってサー
ビスの変動性の抑制を相対的に高められる
可能性は、マネジメント上、重要な視点とな
る。 
 一方、生産活動を支援する設備に関しては、
同一性を実現することが可能であることか
ら、それに起因して生じるサービスの変動性
を抑止することが可能になる。したがって、
費用対効果を確認できる範囲内において、生
産活動を行う場を拡げることも可能になる。
生産活動を行う場のひとつである AiiA 2.5 
Theater Tokyo は 2.5 次元ミュージカル専用
劇場であり、2015 年 3月から 2.5 次元ミュー
ジカル専用劇場としての運用を始めている
が、この劇場の大きな特徴として挙げられる
のが、メガネ型多言語字幕システムである。
これが前述の外国語併用に対応し、インバウ
ンドを背景とする市場拡大に寄与するとこ
ろとなる。 
かくして、サービスが取引対象である場合、

海外市場の展開に関しては、海外における市
場規模が大きくないときには、消費者側が移
動したうえでの消費が、消費の方法としては
採用されることになり、海外における市場規
模が拡大するのに伴い、サービスの生産の場
が海外に移動して生産および消費がなされ
るようになるのであるが、2.5 次元ミュージ
カルのサービスとしての側面に再度注目す
るとき、現在、日本国内における 2.5 次元ミ
ュージカル市場の拡大を制約する課題のひ
とつとして、劇場の不足の問題が台頭してい
る。現在のところ、公演が大都市圏の劇場に
集中しており、そのことに起因して、劇場の
空きを見出しにくい状況にある。海外におい
ては、逆の事例が観察されており、劇場の空
きはあるものの、そこで公演するためのコン
テンツが不足しているという状況である。ま
た、こうした舞台コンテンツ市場が、まだ導
入期の状況であることも課題となっている。
独自の劇場を持ちロングラン公演が可能に
なる成熟期を迎えるまでは、供給側のハード
ウェアとソフトウェアの不足、および、需要
側からの市場の成長が、プロダクトライフサ
イクル上、継続的に収益を実現するうえで課
題となる。 
収益を継続的に実現する方法は、必ずしも、
舞台での公演によるものだけではない。特に、
2.5 次元ミュージカルにおいては、キャラク
ターに強い訴求力がある。そのため、パンフ
レットや出演者に関するグッズ販売による
収益を得やすい状況にある。また、2 次元を
基にしたものであるため、DVD、パブリック
ビューイング、ネット中継などの視聴方法に
も馴染みやすいことから、これらによる収益
も比較的実現しやすい状況にある。こうした
ことから、2.5 次元ミュージカルの 2 次元化
に基づいて継続的に収益を実現することも
方策のひとつとして検討することが求めら
れる。かくして、無形サービスを有形財の方
向へ再展開することによって、収益の実現機
会は増加するところとなる。 
 インバウンドに着目し、取引コストの節約
化を求めるとき、決済についても注目すると
ころとなり、特に、キャッシュレスに関する
課題が台頭する。キャッシュレスは、有形財
や無形サービスを提供する当事者にとって
も、それを消費する当事者にとっても、取引
コストの節約化をもたらすものである。訪日
外国人旅行者数の増加が、従前にも増してキ
ャッシュレス決済への注目度を高める要因
になっている。訪日外国人旅行者による消費
額は、観光庁によれば 2016 年には 3 兆 7 千
億円超にまで達しているが、その購入方法・
決済手段に、クレジットカード、デビットカ
ード、電子マネー、トラベラーズチェックな
どのキャッシュレス決済も用いられ、訪日外
国人旅行者が在住している国・地域によって
購入方法・決済手段の比率に差はあるものの、
中にはキャッシュレス決済が現金による決
済に迫るほど高い割合となっているところ



もある。 
近年、特に増加している消費者層のひとつ
である訪日外国人旅行者という消費者層で
はあるが、円滑な消費を妨げるような、訪日
外国人が旅行中に取引を妨げられる要素と
して、コミュニケーションや、両替・クレジ
ットカードの利用といったことが挙げられ
る。日本政府観光局による、訪日外国人個人
旅行者が日本旅行中に感じた不便・不満調査
報告書が示してきているように、クレジット
カードについて、海外で発行されたクレジッ
トカードを用いてのキャッシング可能な ATM
がわからなかったり、買い物や宿泊の支払時
にクレジットカードが使えない事態に遭遇
したりすることなどに、訪日外国人個人旅行
者は不満を感じている。 
これらは取引の円滑な完遂を妨げる要因
であり、取引を抑制している可能性もある。
これらに起因して取引コストが高くつくこ
とから、こうした問題を解決するようなキャ
ッシュレス化を進めることによって、取引コ
ストの節約化が実現する。なお、これらに起
因する取引コストの上昇を抑えるように機
能する、経済産業省によって示されているキ
ャッシュレス化に向けた方策が、訪日外国人
向けの利便性向上等として、海外発行クレジ
ットカード等での現金引き出しが可能な ATM
の普及、クレジットカード等使用可能店舗で
の表示促進などである。キャッシュレス決済
は、販売者にとって現金取扱業務が削減でき
たり、決済に伴って得られるビッグデータの
活用等によって販売機会を拡大できたりも
することから、現金による決済からキャッシ
ュレス決済にシフトすることが取引に及ぼ
す影響は、消費者の利便性向上にとどまらな
いものとなり、取引の拡大に寄与するところ
となる。 
以上に示されるように、コンテンツ市場に
おける取引の拡大を指向するに際して、コン
テンツをショービジネス化することは、当該
市場の拡大に寄与する。しかしながら、ショ
ービジネスは無形のサービスであることか
ら、生産と消費が同時に行われるという特徴
を備えることになり、このことが取引コスト
を高くする要因になることから、演者と設備
の活用で引き下げ、加えて、円滑なキャッシ
ュレス決済によって取引コストを低くする
ことが取引拡大に寄与するのである。 
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